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序     文 

 

国際協力機構は、ボリビア共和国関係機関との討議議事録（R/D）等に基づき、小規模畜産農家のた

めの技術改善計画に関する技術協力を平成16 年12月1日から開始し、今般、平成17年7月31日から8月9

日まで、当機構多田融右国際協力専門員を団長とする運営指導（計画打合せ）調査団を現地に派遣しま

した。 

 調査団は、本プロジェクトの本格的展開に当たり、その進捗状況や問題点の調査を行い、プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画（PO）等を完成するためボリビア政府関係者、関係団

体及び受益者と協議を行いました。 

 本報告書は、同調査団による協議結果等を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの運営に当

たり活用されることを願うものです。 

 終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

 平成１７年１０月 

 

 

                               独立行政法人国際協力機構 
                             ボリビア事務所 
                               所長  蔵本文吉 





 

略 語 一 覧  

 

 

AGAYAP Asociación de Ganaderos de Yapacaní：ヤパカニ牧畜協会 

ASOCRALE  Asociación de Criadores de Razas Lecheras：サンタクルス乳牛登録協会 

ASOCEBU  Asociación Boliviana de Criadores de Cebú：セブー牛協会 

ASOPLE      Asociación de Productores de Leche：ヤパカニ牛乳生産者協会 

CEPAC   Centro Promoción Agropecuaria Campesino：農民農牧振興センター（NGO） 

CEPY   Centro de Educación Popular de Yapacaní：ヤパカニ民衆教育センター（NGO） 

CETABOL  Centro Tecnológico Agropecuario en Bolivia：ボリビア農業試験場 

CIAT   Centro de Investigación Agrícola Tropical：熱帯農業研究センター 

CNMGB   Centro Nacional de Mejoramiento de Ganado Bovino：国立家畜改良センター 

FEDEPLE  Federación Departamental de Productores de Lache：サンタクルス酪農協会 

FEGASACRUZ  Federación de Ganaderos de Santa Cruz：サンタクルス牧畜協会 

FSCPAPIY      Federación Sindical de Colonizadores Productores Agropecuarios Provincia Ichilo - 

Yapacaní：ヤパカニ移住農民連合  

HAMY   Honorable Alcaldía Municipal de Yapacaní：ヤパカニ市役所 

MACA   Ministerio de Asuntos Campesinos y Agropecuarios：農牧省 

PDA   Proyecto de Desarrollo de Área Santa Cruz：サンタクルス地域開発計画（NGO） 

UAGRM   Universidad Autónoma Gabriel René Moreno：ガブリエル・レネ・モレノ自治大学 

UNAYA   Unidad Académica de Yapacaní：ヤパカニ農牧短大 



地     図 

 

ボリビア共和国(南米中央部)  

 

国立家畜改良センター本部

（ワルネス郡郊外） 

ヤパカニ市(プロジェクト普

及事業実施地域） 



写     真 

 

  

    

ヤパカニのチーズ製造 

凝固剤を入れたミルクからチーズを絞る圧縮装置

ヤパカニの小規模農家 

ヤパカニ、AGAYAP のと畜場 

と畜解体処理を行い、冷蔵設備など

はない。 

現在１日平均２頭を処理している。



 
 

 
 

 

 

ヤパカニの小規模酪農家 

搾乳器具を牧場内の小川で洗う少女 

ヤパカニ牛乳生産者協会の牛乳処理 

工場  

搬入タンクと冷却装置 

ヤパカニ牛乳生産者協会の牛乳処理工場 

牛乳の包装工程 
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５．現地概況 
技プロ「小規模畜産農家のための技術普及改善計画（MEXPEGA）」の現地概要 

 
１．概況 

当プロ技が技術の改善及び改善技術の普及を対象とする、ヤパカニ地域の小規模畜産

農家（以下「小農」という）は、高山地帯から国内移住の定住者によって形成されてい

るが、厳しい自然環境の中で適切な営農指導等が行われなかったこと等から、移住後 50
年を迎える現在に至っても、農畜産物の生産性は低く生活基盤は不安定な状況にある。 
よって、畜産団体及び地元 NGO が独自に技術改善普及活動を実施しているが、いずれ

の団体も畜産技術並びに技術普及専門の団体ではなく、技術指導の範囲が限定されてい

る。また、これら団体に関わる指導員は畜産に関する技術力が低いこと等から、各団体

間の技術指導指針の整合性が図られていない。 
このことから、小農が飼養する飼養牛は本来の能力を十分に発揮されず、子牛の高死

亡率及び育成牛の発育停滞並びに低泌乳量と衛生対策等、生産性の向上と安定に寄与す

る畜産技術の改善と現地適応技術をわかりやすく確実に小農へ移転することが求められ

ている。 
以上から、当プロ技は小農向け乳用牛管理の現地既存適応技術の改善及び普及員の技

術能力向上並びに農家への指導体制の強化を図り、併せて他地域の小農にも適応可能な

技術と普及モデル地域を構築するものである。 
 
２．農家収入 
  当地域の営農体系は、山岳と丘陵地域が乳用牛主体の畜産、平野部では稲作及び乳肉

用牛による畜産が主体である。 
既存取得データの整理はこれらが一括とされているため、示されるデータは不明瞭で

あるが、山岳地域と平野部の両地域をまとめた畜産農家の収入を見ると、乳用牛による

収入 36％、肉用牛 31％と牛の飼養が生活の基盤とされ、その他の収入として穀物 23％
とわずかであるが果樹（主としてミカン）が挙げられる。 

   
   
 
 
 
 
 

注：１．その他は日雇い運送業等 

  ２．穀物は米及びトウモロコシが主体 

0 10 20 30 40

％

1

品
目

農業収入割合

その他

肉用牛

乳用牛

果樹

穀物



 - 28 -

 
３．畜産農家の概況 
（１）気象環境 
  当地域は温帯で山岳、丘陵、平地に区分され、雨季（11 月～5 月）の気温は概ね 30℃

～35℃、乾季（6 月～10 月）の最低気温は 5℃～10℃となる。雨量は山岳、丘陵、平地、

によって大きく変わるが既存データがないため不明である。 
当地域近郊の平地に位置する日本人移住地であるコロニアサンファンの雨量は年間約

1,800 ㎜であり、当該地域の年間降雨量は概ねコロニアサンファンと同等と推察されるが、

降雨の大半が雨季に集中し乾季は極端に雨量不足となること、山岳地域は緩急傾斜であ

るため保水力がないこと等から乾季は深刻な水不足となるものと思料される。 
 
（２）労働力 

当地域における日常の農作業は家族労働で対処され、労働者の雇用は穀物の播種や収

穫及び放牧柵の設置などの施設整備に限られている。 
 家族構成は平均 6.7 人で 10 才以下が 1.2 人、労働力の対象となる 11 才以上の人員は

82％である。家畜の日常管理は女性や若年層が主体となって行われ、男性は農業以外の

日雇い等で現金収入得ている農家が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）牛の品種別飼養農家割合 

当地域における飼養牛はいずれも雑種で乳・肉牛を明確に区分することはできないが、

搾乳を行っている農家を酪農、雑種牛で肉生産を目的に牛を飼養している農家を肉用牛

農家、搾乳し搾乳不適牛を肉生産としている農家を乳肉兼用農家として区分すると、兼

用農家が 87％、ついで酪農 11％の順となる。なお、当地域は乳肉牛の雑種を搾乳牛とし

ている農家が多い。 
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（４）飼養頭数 

 牛の飼養管理は人工草地及び野草を活用した粗放管理下にあり、飼養牛は乳肉兼用の

雑種及び乳用種の雑種である。飼養形態は、乳肉兼用が 83％、乳用牛 11％で交配種雄を

含む飼養牛のいずれもが雑種で、一戸当たりの飼養頭数は 10～30 頭の小規模が全体の

51％を占め、搾乳頭数は 3～8 頭程度である。 
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（５）生産物の販売 
  山岳及び丘陵地域は、道路が未整備で生乳の輸送手段がないことに加えて、生産され 

る生乳量が少ないこと等から日々生産される牛乳の出荷が困難な状況にある。従って、 
生産される牛乳は自家消費及び生チーズに加工して販売され、生乳での販売は極く少量 
である。今後生乳生産の拡大が図られると集乳諸経費のコスト削減が図られ収益の高い 
生乳の販売が可能と推察される。 

 
 
 
 
              

 
 

注.：生チーズ加工には販売と自家消費が含まれる。 

 
（６）農家の負債 
  山岳及び丘陵地地域の農家は、電気のない生活環境で野生蜂の蜜採取と鶏並びに豚の

放し飼い及び米、野菜等の自家栽培など、自給自足的生活を送っており負債はほとんど

ない。 
  一方、平地の農家では生産効率化のための投資等に関わる負債が見られるが、担保の

保有状況から見ると、その額は大きくないものと思料される。 
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４．家畜の飼養管理 
（１）飼料の生産 
  牛の飼養管理は放牧主体で、放牧草地の 76％は野焼き後手作業で牧草を播種した人工 
草地であるが、人工草地は適切な維持管理が図られず、野草化するなど良好な草地とは

いえない。 
   草地荒廃の要因としては、飼養牛の管理が一群で行われていること、施設費の節減等か

ら放牧地の細分化が行われず、同一牧区で長期放牧されるため過放牧状態にあること、ま

た牧草の株化や山岳及び丘陵地域では降雨時のエロージョン等が挙げられる。 
このような環境下で山岳及び丘陵地帯では、急斜面など草地の改良ができない野草地も

多く活用されている。しかし、採食可能な草資源が少ないことに加えて、同一牧区への長

期放牧が再生不良をもたらしている。 
  一方、当該地域の乾季は降雨不足から草勢が衰え乾物量が大きく減少するが、これへ 
の対策は極く少数の農家がタイワン等の青刈りを給与しているにすぎない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）牛の飼養管理施設 
  当地域における牛の飼養管理は、放牧による粗放管理が主体であることから、飼養管

理に関わる施設は、極く一部の農家が放牧誘導路を設置している以外、放牧柵と有刺鉄線

及び木柵で作られた簡易な集合柵及び搾乳時の繋留用支柱のみで、搾乳量の計量及び体重

計等の機器は設置されていない。 
  なお、農家の集合柵設置率は 83％で放牧柵以外の施設を持たない農家が 15％ある。 
 
（３）水の確保 
  当地域は降水が雨季に集中しているため、乾季は水不足となり山間部では雨水を生活

水として活用している農家もある。 
当地域の農家で井戸（掘削及び打ち込みを含む）を所有するのは全体の約 25％（小川

と井戸の併用を含む重複回答）であり、小農の多くは山間の小川の水を生活及び家畜管

理用水として用いている。 
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注：％は重複回答率 
（４）給与飼料 

牛の飼養管理は、イネ科のブラキャリア系の人工草地及び野草地への放牧による粗放

管理が主体である。 
しかし、人工草地は適切な管理が行われていない等から、野草化している農家が多く

採食草の栄養価は低い。また、乾季には乾物摂取量が大きく減少するが、乾季対策とし

ての粗飼料栽培は極く一部に限られている。 
濃厚飼料は搾乳牛のみに、米糠、大豆粕、トウモロコシ粉砕等の配合を少量給与して

いるが必要養分量は充足していないと思料される。 
ミネラルの補給として、岩塩及びヨード添加塩等をほんどの農家が給与しているが、

経済的な理由から不断給与されていなこともあり、必要量の給与が図られているか否か

明確ではない。 
 
（５）個体の識別 
  農家一戸当たりの飼養頭数が少ないことから、耳標及び焼印による個体の識別は少な 

く、個体に名前を付けて識別している農家が多いが、識別を全く行っていない農家も少

なくない。 
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５．泌乳能力 

当該地域の飼養乳用牛が、系統等が不明な雑種で構成され、かつ高温・多湿の気象環

境が乳用牛の飼養環境に不適であることに加えて、管理技術が未熟であることなどの要

因から１頭当たりの泌乳量は 1～8kg と低い。 

  また、適切な離乳が行われていないこと、搾乳時の催乳ホルモンの分を子牛の授乳に 

よって図られていることも低泌乳の要因である。 

なお、雨季と乾季における泌乳量は気象環境及び飼料の生産状況を勘案すると 2倍以上 

の差があるものと推察される。 

  一方、サンタクルス市の乳用牛登録協会のデータによると、１日当たり平均乳量は 15kg、 

国立家畜改良センター繋養牛の平均乳量は約 16kg／日である。これらはホル系種のデー 

タであるが、当地域の１日当たり平均乳量と比較すると約 3 倍の差が見られる。ヤパカ

ニ地域においても飼養環境の制御及び飼管理技術の改善とその普及を適切に図ることに

よって、泌乳能力の向上が期待される。 

 

６．指導指標 

  ヤパカニ地域の気象環境を乳用牛の生理機能に適応するよう制御することは諸経費が

嵩み、著しく困難である。また、飼養乳用牛が種々雑多な系統で構成され、これの改善

には遺伝的能力の改良が求められるが、血液の更新等改善には長期の年月が必要となる

ことから当プロ技実施期間では対処不可能である。 

  よって、当プロ技は現状の基盤をもとに飼養管理技術の改善で可能な能力の向上を図

ることとし、現調査成績及び国立家畜改良センターが実施した「ヤパカニ地域の飼養牛

に関する調査」結果及び事前調査、並びにその後に当プロ技が実施した現地の状況調査

（視察）をもとに、当面の目標値として技術改善後の生産指標を以下としたい。 
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（１）ヤパカニ地域における乳用牛飼養管理技術の実態と改善技術普及後の期待指標値 

    項  目        実態（推定値を含む）    目標期待指標値 

  a：初産交配開始月齢      ＝25 カ月齢            20 カ月齢 

    b：初産分娩月齢        ＝33 カ月齢                   30 カ月齢 

    c：繁殖牛の分娩率       ＝70%／年           65%／年 

    d：分娩間隔          ＝17 カ月齢          17 カ月齢 

    e：生時体重          ＝25kg                        25kg 

    f：子牛の死亡率(0～12 カ月齢)  ＝25%                        10% 

    g：育成牛の死亡率       ＝5%                          5% 

h：成牛の事故率        ＝6%                          3% 

    i：泌乳日量／頭(泌乳期間平均) ＝3.8kg（暫定値）       5.7～6.8kg 

 

（２）実態（推定値含む）の算出基礎 

a.初産分娩月齢は現地飼養牛の実態及び聞き取り調査結果から推察した。 

  b.分娩率は調査結果から１年間に生産された子牛×100／成雌頭数とした。 

  c.分娩間隔は「成雌頭数×12 カ月／1年間に分娩した成雌頭数」とした。 

  d.生時体重は AGAYAP（ヤパカニ牧畜協会）の調査データであるが、農家に計量器がな

いため推定値である。 

  e.死亡率は調査結果から年間死亡頭数×100／全頭数より求めた。 

  f.一戸当たりの平均乳量は 1～8kg と大きい。また、飼養管理状況から雨季と乾季では 

大きく差があるものと推察される。 

 

（３）改善技術普及後の期待指標値提示の考え方 

   現地の詳細な実態調査が終了していない現状のなかで、期待指標値を設定すること

は困難であるが、当面の目標期待値を以下の考え方で示した。 

a. 初産交配開始月齢 

初産交配開始に求められる発情は、子牛期と育成期の発育値に大きく影響される 

が、現状の粗放牧管理と草地の状況は、子牛期及び育成期の発育に必要とする養分量

が充足されていないと見られる。 

  これの改善には、子牛の離乳と放牧による草地管理及び放牧技術の改善並びに子牛期

に若干の補助飼料（作物残さ等）を給与することによって、子牛育成期の発育促進に

努め発情の早期化を図る。 

b：初産分娩月齢 

  初産分娩月齢は初産交配開始月齢の逆算 

c：繁殖牛の分娩率 

  国立家畜改良センターが提示した現状の 70%は現地における飼養牛の栄養状態と成牛

に対する子牛及び育成牛頭数から過大と思われる。状況から推察すると受胎率が最良
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で 70%であり、分娩率はこれを下回るものと推察される。 

  このことから、受胎率を 70%、受胎から分娩までの事故率（流産等）を 5%程度見込ん

だ数値とした。 

d：分娩間隔 

   現状の繁殖状況は、乾季の飼料不足による繁殖機能の低下が雨季に快復し受胎する形

態にあり、分娩間隔が長くなっていると推察される。 

これの改善には、放牧地の細分化による草勢の維持と牛群の細分化（繁殖・育成・子

牛）及び補助粗飼料（ソルゴ等）の栽培によって必要養分量の確保に努め、分娩後の

発情回帰の促進を図るが、丘陵と山岳地域では畑作地の確保が困難と思料れることか

ら、平均改善効果は大きく期待することはできない。因みにサンタクルス市周辺にお

ける登録乳牛の分娩間隔は平均で 14.6 カ月である（ASOCRALE;乳用牛登録協会）。 

e：生時体重 

  生時体重は飼養牛の品種によって異なり、当地域で飼養されている乳用牛が雑種であ

ることから、生時体重の改善には品種の改良が求められるが、限られたプロ技の実施

期間では品種改良ができず改善効果の期待は困難である。 

  しかし、適切な粗飼料確保による妊娠牛の栄養改善維持に努め胎児の適切な発育を図

る。 

f：子牛の死亡率(0～12 カ月齢) 

  子牛の死亡要因は、自然分娩による初乳の授乳確認が徹底されていないことによる移

行抗体の不足、生直時の臍帯の未処置、吸血コウモリによる外傷と疾病の感染、毒ヘ

ビの噛咬、化学汚染水の飲水、下痢症等種々挙げられる。 

  当面の改善策としては、確実な初乳の授乳と臍帯の適切な処置に努めることに併せて、

ストレス等による発育停滞子牛への人工哺乳（発酵初乳の活用）及びワクチンの接種

等の対策を講じ、死亡率の減少に努める。 

g：育成牛の死亡率 

  現状の調査結果では育成牛の死亡要因が的確に把握されていないため、具体策を提示

することはできないが、要因として挙げられる事項としては、自然哺乳による長期間

の授乳がルーメンの発達に支障、暑熱のストレスによる体力の消耗、急傾斜地での滑

落事故等が考えられる。 

  今後現地で活動するなかで詳細な要因を検索し、粗放管理での現状の死亡率 5%が適切

であるか否か調査し改善の余地を模索検討するが、当面は現状の 5%を維持するよう努

める。 

h：成牛の事故率 

一般的に成牛の事故は疾病によるものが主であるが、現調査時点では具体的な要因 

は検索されていない。しかし、当地域は伝染性疾病の汚染地域であること、飼養環境 

が乳用牛に不適な地域であることから、死亡要因には管理技術に加えて、伝染性の疾 

病と飼養環境が大きく関わっていると思料される。 
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よって、当面の対策として、予防接種及び忌避剤の活用による伝染性疾病対策に併 

せて、異常牛の早期発見と治療対策等を講じる。 

i：泌乳日量／頭(泌乳期間平均) 

   農家では乳量の計量機器を備えていないこと、搾乳牛は自然授乳であり子牛への授 

乳量が把握されていないなどから、現在示されている生産乳量は出荷乳量及び優良

農家から取得並びに貯乳容器からの推定値であり農家群の平均値といえない。 

現状の農家群の平均値は、飼養牛の資質等から示されている平均値を下回るものと 

    推察され、平地と丘陵及び山岳地でも粗飼料の生産環境が大きく異なり、地域格差

と季節差が大きいと思われる。 

   適正な生産量指標は今後の詳細な調査結果をもとに提示するが、当面は現状の状況 

調査から飼養管理技術等の改善を図ることによって、地域格差を考慮しても現状の

50～80%の向上が図れるものと考える。 

 

７．技術移転等 

（１）農家戸主の就学レベル 

当地域における戸主の就学レベルは、未就学 12％、小学卒が 73％と低く、このことが

管理技術の習得意欲低下要因の一つとなっていることが窺える。 

従って、改善技術の指導と普及には、農家が理解しやすい手法による技術及び飼養管

理の実証展示が必要となる。 

（２）技術移転の方法 

当プロ技の農家への技術指導は、指導地域を異なる飼養環境ごとにグループで区分し、

各グループごとに中核となるモデル農家を設置し、技術移転の進捗と併せて成果を実証

展示する手法を基本とする。 

普及員に対する技術移転は、飼養管理の基礎知識取得に関わる技術マニュアルを作製

して配布するほか、技術研修を必要に応じて開催する。また、普及員が担う農家への技

術の普及手法は、現地で活用されている既存技術と先進技術を現地の飼養環境に適合す

るよう応用加工し、諸経費が安価で成果が示される技術を基本とする。 

移転技術の広域化は、移転技術を各地域ごとに展示することに併せて、農家向け技術

マニュアルの配布及び講習会の開催、季節ごとに必要とする飼養管理技術普及指導用リ

ーフレットを作製して、広く農家へ配布する等によって対応する。 
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